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藤沢市個人情報保護制度運営審議会答申第２３４号

２００７年１月２５日

（平成１９年）

藤沢市長 山 本 捷 雄 様

藤沢市個人情報保護制度

運営審議会会長 横山弘美

児童手当及び児童扶養手当の受給申請の受付，認定及び支払並び

に特別児童扶養手当の受給申請の受付事務に係る個人情報を目的

外に利用させること及び目的外に利用させることに伴う本人通知

の省略並びにコンピュータ処理について（答申）

２００６年１２月２６日付けで諮問（第２３５号）された児童手当及び児童扶養

手当の受給申請の受付，認定及び支払並びに特別児童扶養手当の受給申請の受付事

務に係る個人情報を目的外に利用させること及び目的外に利用させることに伴う本

人通知の省略並びにコンピュータ処理について次のとおり答申します。

１ 審議会の結論

(1) 藤沢市個人情報の保護に関する条例（平成１５年藤沢市条例第７号。以下

「条例」という。）第１２条第１項第４号の規定による目的外に利用させる必

要性は，「３ 審議会の判断理由」の(1)に述べるところにより認められる。

(2) 条例第１２条第５項の規定による目的外に利用させることに伴う本人通知を

省略する合理的理由があると認められる。

(3) 条例第１８条の規定によるコンピュータ処理をする必要性があると認められ

る。

２ 実施機関の説明要旨

実施機関の説明を総合すると，本事務の実施に当たり必要な個人情報を目的外

に利用させる必要性及び目的外に利用させることに伴う本人通知を省略すること

の合理的理由並びにコンピュータ処理をする必要性は次のとおりである。

(1) 諮問に至った経過

ア 児童扶養手当については，児童扶養手当法に基づき，父母の離婚，死亡な
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どにより，父と生計を同じくしていない児童（１８歳に達する日以後の最初

の３月３１日までの間にある者又は２０歳未満で政令で定める程度の障害の

状態にある者）を養育し，公的年金を受けていない母子家庭の，生活の安定

と自立を促進するため母等に支給するものである。（所得制限あり。）

本市の児童扶養手当受給者数は毎年増加しており，平成１２年度は

１，７７７人であったが，平成１８年度には２，０８９人と約１．２倍にな

っている。

特別児童扶養手当については，特別児童扶養手当等の支給に関する法律に

基づき，精神又は身体に中度以上の障害のある児童の福祉の推進を図ること

を目的に支給されるものである。（所得制限あり。）

特別児童扶養手当を受けている世帯の数は平成１８年度が４６８世帯と平

成１７年度の約１．１倍に増加している。

このような中，児童扶養手当業務及び特別児童扶養手当業務について，迅

速かつ的確にサービス提供する必要から，コンピュータによるシステム構築

は不可欠であり，平成７年７月に福祉健康部における各種業務処理のコンピ

ュータ利用について，藤沢市個人情報保護制度運営審議会に諮問をし，コン

ピュータ利用を認めるとの答申を受け，平成７年から平成１０年にかけて保

健福祉総合システムの一部として構築し現在に至っている。

イ 本市は，平成１９年１０月から「ごみ処理有料化」を実施する予定である

が，制度変更に伴う緩和措置として，生活保護受給世帯，児童扶養手当受給

世帯，特別児童扶養手当受給世帯を対象として，ごみ処理有料化の免除を実

施する予定である。

具体的な方法としては，環境事業センターから免除対象世帯に指定収集袋

の引換券を送付し，対象者が市民センター，公民館，環境部の各施設におい

て，引換券により指定収集袋を受け取る方法を検討しており，環境事業セン

ターから児童福祉課で管理している児童扶養手当及び特別児童扶養手当の受

給者情報を目的外利用したいと依頼があった。

児童福祉課で管理しているこれらの手当の受給情報を目的外利用させるこ

とについて，本人等の同意を得ていないため条例第１２条第４項及び第５項

の規定に基づき藤沢市個人情報保護制度運営審議会に諮問するものである。

(2) 目的外に利用させる必要性について

保健福祉総合システムで保有し，児童福祉課で管理している児童扶養手当及

び特別児童扶養手当の受給者情報を目的外に利用させることにより，「ごみ処

理有料化」の緩和措置の対象者となるこれらの手当受給者に対し，漏れなく免

除の案内を適切かつ効率的に実施できることから，保健福祉総合システムによ

り目的外に個人情報を利用させる必要性があると考えるものである。
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(3) 目的外に利用させる個人情報の内容について

平成１９年度については，７月１日現在の児童扶養手当受給世帯，特別児童

扶養手当受給世帯の受給者の住所または居住及び氏名について，環境事業セン

ターに対し，保健福祉総合システムのデータを目的外に利用させるものである。

なお，７月１日現在に届出不備または資格の有無を調査中等の者については，

目的外利用はさせないものとする。

また，平成２０年度以降については，指定収集袋の引換券の発送を３，７，

１１月の年３回，全受給者に対し実施する予定で，これに合わせて上記事項に

ついて，３月１日，７月１日，１１月１日現在の保健福祉総合システムのデー

タを目的外に利用させるものである。

なお，平成１９年の７月以降と平成２０年度以降の年３回の定期引換の間に

児童扶養手当，特別児童扶養手当の認定を受けた者に対し引換券の発送を毎月

実施する予定であることから，当該認定を受けた者に係る上記事項について保

健福祉総合システムの毎月１日現在のデータを目的外に利用させるものである。

(4) 目的外に利用させることに伴う本人通知の省略について

本業務の目的は，ごみ処理有料化の実施に伴い，制度変更に伴う緩和措置を

実施することが対象世帯の利益に適うことであり，また，全対象者が平成１９

年度１月推計で約４，６００世帯，随時の認定に伴う対象者が，生活保護世帯

では１ヶ月の新規認定約５０世帯，児童扶養手当，特別児童扶養手当受給者の

１ヶ月の新規，異動認定が約３０世帯となっている。

このことから，本人以外のものから対象世帯の個人情報を収集すること及び

目的外に利用することについて，あらかじめ本人に通知することは，業務の効

率や運営を著しく阻害することになると判断されるため，指定収集袋の引換券

の第１回目発送時にあわせて，目的外に利用することについての事後の本人通

知を同封するものとする。

(5) コンピュータ処理について

ア コンピュータ処理の必要性について

緩和措置対象者の抽出について，生活保護，児童扶養手当，特別児童扶養

手当の受給者は延べ４，６００世帯と多く，さらにそれぞれの手当を重複し

て受給している場合があるため，迅速かつ正確に処理するためにはコンピュ

ータによる処理が必要と考える。

また，今回の緩和措置対象者のうち，対象外となるデータの引き抜きにつ

いても，コンピュータ処理によって迅速かつ正確に行うことが可能となる。

イ コンピュータを処理をする個人情報の項目

児童扶養手当受給者，特別児童扶養手当受給者の，

(ｱ) 住所または居所
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(ｲ) 対象者氏名

(ｳ) 受給区分（生保，児扶，特児の別）

ウ 処理サイクル

平成１９年度については，７月１日現在の生活保護受給世帯，児童扶養手

当受給世帯，特別児童扶養手当受給世帯の受給者氏名，住所または居所及び

受給区分について，重複受給分については名寄せを行い，紙ベースのリスト

を環境事業センターに提供する。

また，平成２０年度以降については，指定収集袋の引換券の発送を３，７，

１１月の年３回，全受給者に対し実施する予定で，これに合わせて上記リス

トを提供する。なお，平成１９年の７月以降と平成２０年度以降の年３回の

定期引換の間に生活保護，児童扶養手当，特別児童扶養手当の認定を受けた

者に対しては，引換券の発送を毎月実施する予定であることから，当該認定

を受けた者のリストを毎月提供するものとする。

エ 出力物

(ｱ) 対象者リスト（住所または居所，対象者氏名，受給区分）

(ｲ) 宛名ラベル（郵便番号，住所または居所，対象者氏名）

(6) 安全対策及び日常的な処理体制

保健福祉総合システムについては，非公開系ネットワークとして構築するた

め，外部との接続を行わない。そのため，外部からのアクセスを許可せず，個

人情報の漏洩について防止している。

また，今回のコンピュータ処理については，個別の受給データについてはコ

ンピュータ内に記録は行わず，かつ，新たなファイルを作成するものではない。

対象者リストを出力後は処理に用いたデータはすべて消去される。このため，

結合処理にはあたらない。

なお，処理においてはＩＴ推進課における処理を前提とし，保健福祉総合シ

ステムの生活保護台帳ファイル，児童扶養手当台帳ファイル，特別児童扶養手

当台帳ファイルから必要情報を抽出し，業務処理に必要な出力を行うものであ

る。

(7) 実施時期について

平成１９年７月１日予定。

(8) 提出資料

ア 保健福祉総合システム概略図

イ コンピュータ処理イメージ

ウ 個人情報取扱事務届出書
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３ 審議会の判断理由

当審議会は，次に述べる理由に理由により，以下(1)から(3)までの判断をする

ものである。

(1) 目的外に利用させる必要性について

保健福祉総合システムで保有し，実施機関で管理している児童扶養手当及び

特別児童扶養手当の受給者情報を目的外に利用させることにより，「ごみ処理

有料化」の緩和措置の対象者となるこれらの手当受給者に対し，漏れなく免除

の案内を適切かつ効率的に実施できる。

以上のことから判断すると，目的外に利用させる必要性があると認められる。

ただし，新規認定者に対してはあらかじめ同意が取れないか再度検討するこ

と及び出力されたリストの管理を徹底させることを条件とするものである。

(2) 目的外に利用させることに伴う本人通知の省略について

本業務の目的は，ごみ処理有料化の実施に伴い，制度変更に伴う緩和措置を

実施することであり，これは対象世帯の利益に適うことである。また，全対象

者は平成１９年度１月推計で約４，６００世帯，随時の認定に伴う対象者は，

生活保護世帯では１ヶ月の新規認定約５０世帯，児童扶養手当，特別児童扶養

手当受給者の１ヶ月の新規，異動認定が約３０世帯となっている。

このことから，本人以外のものから対象世帯の個人情報を収集すること及び

目的外に利用することについて，あらかじめ本人に通知することは，業務の効

率や運営を著しく阻害することになるため，実施機関では，指定収集袋の引換

券の第１回目発送時にあわせて，環境管理課が目的外に利用することについて

の同課からの事後の本人通知を同封することとしている。

以上のことから判断すると，目的外に利用させることに伴う本人通知を省略

する合理的理由があると認められる。

(3) コンピュータ処理について

ア コンピュータ処理の必要性について

緩和措置対象者の抽出について，生活保護，児童扶養手当，特別児童扶養

手当の受給者は延べ４，６００世帯と多く，さらにそれぞれの手当を重複し

て受給している場合があるため，迅速かつ正確に処理するためにはコンピュ

ータによる処理が必要である。

また，今回の緩和措置対象者のうち，対象外となるデータの引き抜きにつ

いても，コンピュータ処理によって迅速かつ正確に行うことが可能となる。

以上のことから判断すると，コンピュータ処理をする必要性があると認め

られる。

イ 安全対策について

保健福祉総合システムについては，非公開系ネットワークとして構築する
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ため，外部との接続を行わない。そのため，外部からのアクセスを許可せず，

個人情報の漏洩について防止している。

また，今回のコンピュータ処理については，個別の受給データについては

コンピュータ内に記録は行わず，かつ，新たなファイルを作成するものでは

ない。対象者リストを出力後は処理に用いたデータはすべて消去される。こ

のため，結合処理にはあたらない。

なお，処理においてはＩＴ推進課における処理を前提とし，保健福祉総合

システムの生活保護台帳ファイル，児童扶養手当台帳ファイル，特別児童扶

養手当台帳ファイルから必要情報を抽出し，業務処理に必要な出力を行うも

のである。

以上のことから判断すると，安全対策上の措置が講じられていると認めら

れる。

以 上


